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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第53期

中間連結会計期間
第54期

中間連結会計期間
第53期

会計期間
自 2024年 １月１日

至 2024年 ６月30日

自 2025年 １月１日

至 2025年 ６月30日

自 2024年 １月１日

至 2024年 12月31日

売上高 （百万円） 31,786 33,870 64,189

経常利益 （百万円） 2,280 2,686 3,533

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

（百万円） 1,518 1,787 2,545

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,653 1,629 2,933

純資産額 （百万円） 31,915 33,538 32,705

総資産額 （百万円） 40,461 43,533 40,969

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 62.00 72.90 103.91

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.73 76.88 79.68

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,024 3,378 2,054

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △114 △235 630

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △536 △833 △1,029

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 12,183 15,742 13,460
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　「注記事項（会計方針の変更）」に記載の通り、2024年12月期の各数値については、遡及適用が行われたた

め、遡及適用後の数値を記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありま

せん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(１) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における資産は、435億33百万円（前連結会計年度末比25億64百万円増）となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ24億51百万円増加し、301億32百万円となりました。主な要因は、完成工事未

収入金及び契約資産が５億68百万円減少したものの、現金及び預金が22億74百万円、未成工事支出金が５億68百万円

増加したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億12百万円増加し、134億１百万円となりました。主な要因は、有形固定資

産が３百万円減少したものの、投資その他の資産が94百万円、無形固定資産が21百万円増加したことによるもので

す。

（負債）

当中間連結会計期間末における負債は、99億95百万円（前連結会計年度末比17億31百万円増）となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ17億63百万円増加し、93億56百万円となりました。主な要因は、その他に含

まれる未成工事受入金が10億55百万円、未払法人税等が４億86百万円、工事未払金が３億15百万円増加したことによ

るものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ31百万円減少し、６億38百万円となりました。主な要因は、その他に含まれ

る繰延税金負債が32百万円減少したことによるものです。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産は、335億38百万円（前連結会計年度末比８億32百万円増）となりました。主

な要因は、退職給付に係る調整累計額が１億77百万円減少したものの、利益剰余金が９億53百万円増加したことによ

るものです。
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②経営成績の状況

当中間連結会計期間（2025年１月１日～2025年６月30日）における当社グループを取り巻く事業環境は、資材価格

の高騰や人件費の増加等に起因するコスト上昇の継続に加え、労務需給の逼迫、時間外労働の上限規制への対応等の

影響を引き続き注視する必要があります。

一方で、堅調な企業収益等を背景に設備投資需要は継続するほか、雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直

しの動き、好調なインバウンド需要等を背景に、新装・改装需要は引き続き好調に推移しております。

このような事業環境の中、当社グループは中期経営計画「進化発展」の最終年度として、VISION実現に向けた戦略

の着実な実行と事業拡大を通じ、収益性と企業価値の向上を目指しております。事業面においては、顧客の投資意欲

は依然として旺盛であり、引き続き受注状況は好調に推移しております。このような需要に応えるため、市場ニーズ

を的確に捉え、営業部門と専門組織との連携による事業体制の強化を図り、顧客の多様な要望に対応してまいりまし

た。さらに、技術力・対応力の向上による付加価値の創出に注力し、顧客提供価値の向上に努めてまいりました。運

営面においては、働き方改革の推進による生産性向上、DX推進による業務効率化等に取り組んでまいりました。加え

て、将来の成長に向けた経営基盤強化の取り組みとして、多様な人材確保のための採用強化や持続的成長を支える社

員への教育投資の拡充等の戦略的投資を推進しております。この結果、売上高及び各段階利益ともに上期としては過

去最高を更新いたしました。

以上を踏まえ、当中間連結会計期間における経営成績は次の通りとなりました。

 
（売上高）

顧客の投資意欲の高まりによる新装・改装需要が堅調な中、各種専門店分野及び飲食店分野が伸長したことから、

売上高は338億70百万円（前中間連結会計期間比6.6％増）となりました。

 
（営業利益）

売上高の増加に加え、外注費率の改善等により、営業利益は26億72百万円（前中間連結会計期間比18.5％増）とな

りました。

 
（経常利益）

営業外収益に受取配当金等、営業外費用に支払利息等を計上した結果、経常利益は26億86百万円（前中間連結会計

期間比17.8％増）となりました。

 
（親会社株主に帰属する中間純利益）

税金等調整前中間純利益に法人税等を計上した結果、親会社株主に帰属する中間純利益は17億87百万円（前中間連

結会計期間比17.7％増）となりました。

 
なお、当社グループはディスプレイ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載に代えて、市場分野

別に記載しております。
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市場分野別の売上高は次の通りであります。

区分

前中間連結会計期間
(自　2024年 １月１日
　至　2024年 ６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年 １月１日
　至　2025年 ６月30日)

増減

売上高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

増減率
(％)

複合商業施設

　・総合スーパー
6,671 21.0 7,336 21.7 665 10.0

食品スーパー

　・コンビニエンスストア
4,125 13.0 3,712 11.0 △412 △10.0

各種専門店 8,679 27.3 9,921 29.3 1,242 14.3

飲食店 3,568 11.2 4,384 12.9 815 22.8

サービス等 8,742 27.5 8,515 25.1 △226 △2.6

合計 31,786 100.0 33,870 100.0 2,083 6.6
 

 
・複合商業施設・総合スーパー分野は、複合商業施設において集客力向上を目的とした新装・改装案件を複数手掛けた

ことから、前年同期を上回る売上高となりました。

・食品スーパー・コンビニエンスストア分野は、コンビニエンスストアにおいて上期に予定していた案件の一部が下期

に繰り越されたことが影響し、前年同期を下回る売上高となりました。

・各種専門店分野は、家具・インテリア・生活雑貨店において大型の新装案件を手掛けたことに加え、衣料品店におい

て新装・改装案件が増加したことから、前年同期を上回る売上高となりました。

・飲食店分野は、出店強化に伴う新装案件及び既存店の活性化を目的とした改装案件が堅調に推移したことから、前年

同期を上回る売上高となりました。

・サービス等分野は、エンターテインメント施設の大型案件を手掛けたことに加え、オフィス及びホテルの改装案件は

堅調に推移したことから、前年同期と同水準となりました。
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(２) キャッシュ・フローの状況の分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ22億82百万円増加（前中間連結会計

期間は４億12百万円の増加）し、157億42百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、33億78百万円の収入（前中間連結会計期間は10億24百万円の収入）となり

ました。主な収入要因は、税金等調整前中間純利益を26億86百万円計上したこと、及び未成工事受入金が10億56百万

円増加したことによるものです。主な支出要因は、棚卸資産が５億69百万円増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、２億35百万円の支出（前中間連結会計期間は１億14百万円の支出）となり

ました。主な要因は、有形固定資産の取得により１億33百万円、無形固定資産の取得により１億１百万円を支出した

ことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、８億33百万円の支出（前中間連結会計期間は５億36百万円の支出）となり

ました。主な要因は、配当金の支払が８億30百万円あったことによるものです。

 
(３) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 
(５) 生産、受注及び販売の実績

当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 
(６) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,736,120

計 44,736,120
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,600,319 26,600,319
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

計 26,600,319 26,600,319 － －
 

 
(２) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

（ライツプランの内容）

該当事項はありません。

 
（その他の新株予約権等の状況）

該当事項はありません。

 
(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年６月30日 － 26,600 － 3,395,537 － 3,566,581
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(５) 【大株主の状況】

2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

 発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式数
の割合(％)

スペース従業員持株会 東京都中央区日本橋人形町３－９－４ 2,930 11.95

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区赤坂１－８－１
赤坂インターシティAIR

2,103 8.57

スペース取引先持株会 東京都中央区日本橋人形町３－９－４ 1,729 7.05

加藤　千寿夫 東京都千代田区 1,362 5.55

若林　弘之 東京都渋谷区 1,152 4.70

高津 伸生 愛知県名古屋市千種区 506 2.06

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海１－８－12 433 1.77

株式会社名古屋銀行 愛知県名古屋市中区錦３－19－17 400 1.63

後藤　廣高 愛知県名古屋市千種区 334 1.36

若林　幸子 東京都中央区 310 1.27

計 － 11,263 45.91
 

(注) 上記株式の状況欄には、当社が所有する自己株式を除いております。当社は、自己株式を2,065千株所有してお

り、発行済株式総数に対する割合は7.76％であります。

 

(６) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 2025年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式
　　（単元株式数は100株）普通株式 2,065,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,438,300 244,383 同上

単元未満株式 普通株式 96,619 － 同上

発行済株式総数  26,600,319 － ―

総株主の議決権 － 244,383 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、そ

　　　れぞれ4,400株及び61株含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に

　　　係る議決権の数44個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

 2025年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社スペース

東京都中央区日本橋
人形町３－９－４

2,065,400 － 2,065,400 7.76

計 － 2,065,400 － 2,065,400 7.76
 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が627株(議決権６個)あります。

　　　なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式

　　　にそれぞれ600株及び27株含まれております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に

基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）により作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(１) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,852,361 16,126,520

  受取手形 ※1  823,579 903,475

  完成工事未収入金及び契約資産 12,697,635 12,129,282

  未成工事支出金 510,447 1,078,691

  材料及び貯蔵品 9,148 8,810

  その他 238,866 318,129

  貸倒引当金 △451,613 △432,620

  流動資産合計 27,680,426 30,132,289

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,756,591 2,746,982

   土地 6,900,761 6,900,761

   その他（純額） 228,457 234,587

   有形固定資産合計 9,885,810 9,882,331

  無形固定資産   

   その他 193,815 215,231

   無形固定資産合計 193,815 215,231

  投資その他の資産   

   その他 3,209,989 3,304,659

   貸倒引当金 △786 △732

   投資その他の資産合計 3,209,202 3,303,926

  固定資産合計 13,288,828 13,401,489

 資産合計 40,969,255 43,533,778

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 4,229,487 4,544,571

  1年内返済予定の長期借入金 5,040 5,040

  未払法人税等 470,906 957,391

  賞与引当金 273,735 464,669

  役員賞与引当金 43,550 -

  完成工事補償引当金 23,476 18,653

  その他 2,547,298 3,366,545

  流動負債合計 7,593,495 9,356,871

 固定負債   

  長期借入金 52,920 50,400

  退職給付に係る負債 22,028 23,603

  長期未払金 316,077 316,077

  その他 279,409 248,823

  固定負債合計 670,435 638,904

 負債合計 8,263,930 9,995,776
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,395,537 3,395,537

  資本剰余金 3,614,842 3,628,043

  利益剰余金 26,291,653 27,245,584

  自己株式 △1,444,570 △1,421,097

  株主資本合計 31,857,462 32,848,067

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 330,475 379,253

  為替換算調整勘定 106,345 67,055

  退職給付に係る調整累計額 350,277 172,867

  その他の包括利益累計額合計 787,099 619,176

 非支配株主持分 60,762 70,758

 純資産合計 32,705,324 33,538,002

負債純資産合計 40,969,255 43,533,778
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(２) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

売上高   

 完成工事高 31,786,718 33,870,012

売上原価   

 完成工事原価 27,792,095 29,566,571

売上総利益 3,994,622 4,303,440

販売費及び一般管理費 ※1  1,738,786 ※1  1,631,010

営業利益 2,255,836 2,672,429

営業外収益   

 受取利息 6,789 8,529

 受取配当金 9,839 11,513

 為替差益 3,719 -

 その他 9,938 10,639

 営業外収益合計 30,285 30,682

営業外費用   

 支払利息 2,581 2,931

 為替差損 - 7,653

 支払手数料 961 1,812

 その他 2,400 3,979

 営業外費用合計 5,943 16,377

経常利益 2,280,178 2,686,735

特別利益   

 投資有価証券売却益 1,266 -

 特別利益合計 1,266 -

税金等調整前中間純利益 2,281,445 2,686,735

法人税、住民税及び事業税 687,770 868,295

法人税等調整額 66,713 21,420

法人税等合計 754,484 889,715

中間純利益 1,526,961 1,797,019

非支配株主に帰属する中間純利益 8,053 9,996

親会社株主に帰属する中間純利益 1,518,907 1,787,023
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

中間純利益 1,526,961 1,797,019

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 124,121 48,777

 為替換算調整勘定 42,819 △39,289

 退職給付に係る調整額 △40,796 △177,410

 その他の包括利益合計 126,144 △167,922

中間包括利益 1,653,105 1,629,096

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,645,051 1,619,100

 非支配株主に係る中間包括利益 8,053 9,996
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(３) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 2,281,445 2,686,735

 減価償却費 225,024 205,023

 株式報酬費用 19,972 17,152

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,137 △18,598

 賞与引当金の増減額（△は減少） 15,085 190,958

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,620 △43,550

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,051 △79,499

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △72,263 △173,972

 受取利息及び受取配当金 △16,628 △20,042

 受取保険金 △2,517 -

 支払利息 2,581 2,931

 為替差損益（△は益） △4,757 6,708

 投資有価証券売却損益（△は益） △1,266 -

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △2,054,340 473,484

 棚卸資産の増減額（△は増加） △206,496 △569,932

 仕入債務の増減額（△は減少） 971,045 319,739

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 235,036 1,056,212

 その他 344,105 △280,646

 小計 1,747,492 3,772,702

 利息及び配当金の受取額 11,187 14,160

 利息の支払額 △2,581 △2,931

 保険金の受取額 2,517 -

 法人税等の支払額 △734,257 △405,239

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,024,359 3,378,692

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △106,263 △133,084

 投資有価証券の取得による支出 △3,328 △3,366

 投資有価証券の売却による収入 1,650 -

 無形固定資産の取得による支出 △7,290 △101,552

 その他 332 2,229

 投資活動によるキャッシュ・フロー △114,899 △235,774

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 - △2,520

 リース債務の返済による支出 △226 △222

 自己株式の純増減額（△は増加） △213 △56

 配当金の支払額 △536,532 △830,683

 財務活動によるキャッシュ・フロー △536,971 △833,482

現金及び現金同等物に係る換算差額 39,523 △26,987

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 412,011 2,282,447

現金及び現金同等物の期首残高 11,771,010 13,460,449

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  12,183,022 ※1  15,742,897
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間より、SPACE JAPAN(VN) CO.,LTD.を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

 
(会計方針の変更)

（重要な収益の計上方法の変更）

従来、期間がごく短い工事や案件の収益認識方法については代替的な取扱いとして完成引渡し時点で収益を認識

しておりました。中期経営計画に掲げた事業発展戦略に従い堅調に推移している中、工期が91日未満のごく短い完

成引渡し時点で認識する収益の工事や案件の中でも中規模以上の案件の件数・金額が増加傾向にあります。そのた

め、代替的な取り扱いと原則通りに一定期間にわたり収益を認識する場合との差が財務数値へ与える影響が大きく

なっております。

上記の状況に鑑み、工事や案件の期間に関わらず原則的な取扱いを適用することが財務報告の信頼性をより向上

させるものと判断し、社内システムの改修等に着手してまいりました。当連結会計年度の期首に社内システムの改

修をはじめとした会計上の体制の整備が構築できたことにより、工事や案件の期間に関わらず原則的な取扱いを適

用することが可能となり、当連結会計年度より期間がごく短い工事や案件についても、一定の期間にわたり充足さ

れる履行義務として、進捗度に基づき収益を認識する方法に変更いたしました。

当該会計方針の変更は遡及適用し、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。こ

の結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の連結貸借対照表において、主に完成工事未収入金及び契約

資産が４億24百万円増加、未成工事支出金が４億８百万円減少、未成工事受入金が63百万円減少、利益剰余金が25

百万円増加しております。前中間連結会計期間の中間連結損益計算書においては、売上高が６億65百万円、売上原

価が５億82百万円、営業利益が82百万円、親会社株主に帰属する中間純利益が56百万円増加しております。

なお、これらの結果、前中間連結会計期間の１株当たり中間純利益は２円33銭増加しております。

 
（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。なお、当該会計方針の変更による前年同中間期の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表

への影響はありません。

 
(中間連結貸借対照表関係)

※１ 期末日満期手形については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度末残高に含ま

れております。

 
 

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

受取手形 72,710千円  －千円  
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(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年 １月１日
 至 2024年 ６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年 １月１日
 至 2025年 ６月30日)

給料及び手当 820,623千円 777,404千円

賞与引当金繰入額 40,128千円 61,736千円

退職給付費用 21,338千円 △11,406千円

貸倒引当金繰入額 18,137千円 △18,598千円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通りであ

ります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年 １月１日
 至 2024年 ６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年 １月１日
 至 2025年 ６月30日)

現金及び預金勘定 13,573,863千円 16,126,520千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,390,841千円 △383,623千円

現金及び現金同等物 12,183,022千円 15,742,897千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月27日
定時株主総会

普通株式 538,990 22 2023年12月31日 2024年３月28日 利益剰余金
 

(注) １株当たり配当額には創立75周年記念配当４円が含まれております。

 
２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月７日
取締役会

普通株式 490,096 20 2024年６月30日 2024年９月10日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月26日
定時株主総会

普通株式 833,092 34 2024年12月31日 2025年３月27日 利益剰余金
 

(注) １株当たり配当額には特別配当４円が含まれております。

 
２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月７日
取締役会

普通株式 662,441 27 2025年６月30日 2025年９月10日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日）

当社グループは、ディスプレイ事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

当社グループは、ディスプレイ事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下の通りであります。

前中間連結会計期間(自　2024年 １月１日　至　2024年 ６月30日)
 

制作品別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 
一定期間にわたり
移転される財

一時点で
移転される財

合計

内装・外装工事 29,096,166 - 29,096,166

イベント・展示工事 72,450 - 72,450

建築工事 399,138 - 399,138

メンテナンス工事 667,318 - 667,318

コンサルティング・企画・設計・内装監理 1,310,945 62,559 1,373,504

その他 23,585 154,554 178,140

合計 31,569,604 217,113 31,786,718
 

 
市場分野別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 
一定期間にわたり
移転される財

一時点で
移転される財

合計

複合商業施設・総合スーパー 6,587,214 83,890 6,671,104

食品スーパー・コンビニエンスストア 4,108,088 17,071 4,125,160

各種専門店 8,633,362 45,943 8,679,305

飲食店 3,556,624 12,127 3,568,751

サービス等 8,684,315 58,080 8,742,395

合計 31,569,604 217,113 31,786,718
 

(注)「注記事項（会計方針の変更）」に記載の通り、2024年12月期中間期の各数値については、遡及適用が行われた

ため、遡及適用後の数値を記載しております。
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当中間連結会計期間(自　2025年 １月１日　至　2025年 ６月30日)
 

制作品別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 
一定期間にわたり
移転される財

一時点で
移転される財

合計

内装・外装工事 31,191,101 - 31,191,101

イベント・展示工事 82,927 - 82,927

建築工事 112,700 - 112,700

メンテナンス工事 638,389 - 638,389

コンサルティング・企画・設計・内装監理 1,482,166 59,113 1,541,280

その他 163,890 139,723 303,613

合計 33,671,175 198,836 33,870,012
 

 
市場分野別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 
一定期間にわたり
移転される財

一時点で
移転される財

合計

複合商業施設・総合スーパー 7,257,163 79,027 7,336,190

食品スーパー・コンビニエンスストア 3,705,341 7,006 3,712,348

各種専門店 9,882,721 38,993 9,921,714

飲食店 4,376,351 7,749 4,384,100

サービス等 8,449,598 66,060 8,515,659

合計 33,671,175 198,836 33,870,012
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年 １月１日
 至 2024年 ６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年 １月１日
 至 2025年 ６月30日)

 １株当たり中間純利益 62円00銭 72円90銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 1,518,907 1,787,023

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

1,518,907 1,787,023

普通株式の期中平均株式数(株) 24,498,336 24,510,777
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

２　「注記事項（会計方針の変更）」に記載の通り、2024年12月期中間期の各数値については、遡及適用が行わ

れたため、遡及適用後の数値を記載しております。
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第54期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）中間配当については、2025年８月７日開催の取締役会におい

て、2025年６月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次の通り中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　  662,441千円

②　１株当たりの金額 　　　　　　　　　　　　　　　  27円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　 2025年９月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 
 

2025年８月６日

株　式　会　社 　ス ペ ー ス

 　取　 締　 役　 会 　　御　中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

東　 京　 事　 務　 所
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 早　稲　田        宏  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片　　山　　 行　　央  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スペー

スの2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社スペース及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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